
基準日:2020年7月31日

基準価額の推移 ファンド概況

【基準価額】 【設定日】

【純資産総額】 【決算日】

【組入比率】
実質組入比率

株式現物
株式先物

騰落率 分配金実績（1万口当たり、税引前）

分配金 決算日 分配金

0円 2018年2月20日 0円

0円 2019年2月20日 0円

0円 2020年2月20日 0円

設定来累計 0円

指標比較 TOPIX（参考）との時価総額分位別構成比率の比較

組入上位10銘柄
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20,394円 2009年5月29日

10.1億円 原則、毎年2月20日

※分配金は過去の実績であり、将来を示唆または保証するもの
ではありません。
※運用状況によっては、分配金額が変わる場合、または分配金が
支払われない場合があります。

※直近6期分の分配金実績です。

96.5%
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2017年2月20日

2016年2月22日

決算日

2015年2月20日

※基準価額は信託報酬控除後です。費用については、P4の「ファンドの費用」をご覧下さい。
また、TOPIX（参考）は設定日の前日を10,000として指数化しています。
※上記は過去の実績であり、将来を示唆または保証するものではありません。
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※比率はマザーファンドの純資産総額に対する評
価額比です。

TOPIX（参考）
日興ターゲッ
ト・ジャパン・
ファンド

PBR      1.14倍      0.59倍 ※1

修正PBR    1.73倍      0.60倍 ※1

有利子負債比率 78.5% 12.6% ※1、※3

修正負債比率 97.1% 16.0% ※1、※3

現預金・有価証券比率 33.1% 73.3% ※2、※3

配当可能比率 34.6% 85.5% ※2

自社株買付可能比率 43.2% 103.9% ※2

※1：対株主資本比率、※2：対時価総額比、※3：除く金融・日本郵政
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※比率はマザーファンドの組入株式評価額合計に対する比率です。

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

ファンド -7.26% -2.14% -16.85% -11.42% -13.02% 103.94%

TOPIX（参考） -4.02% 2.19% -11.18% -4.41% -7.57% 67.05%

銘柄 業種 比率

1 ミライト・ホールディングス 建設業 3.4%

2 セイノーホールディングス 陸運業 2.9%

3 きんでん 建設業 2.8%

4 東洋インキＳＣホールディングス 化学 2.7%

5 中電工 建設業 2.6%

6 トッパン・フォームズ その他製品 2.6%

7 東京製鐵 鉄鋼 2.5%

8 極東開発工業 輸送用機器 2.3%

9 上組 倉庫・運輸関連業 2.3%

10 日本触媒 化学 2.2%

組入銘柄数 : 69銘柄 上位10銘柄合計 26.2%

※騰落率は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。ファン

ドの騰落率であり、実際の投資家利回りとは異なります。TOPIXは当ファンドのベン

チマークではありません。

※上記は過去の実績であり、将来を示唆または保証するものではありません。
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基準日:2020年7月31日

市況コメント

運用コメント
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　当ファンドの7月のパフォーマンスは－7.26％となりました。当月の株式市場は、割安株が成長株に対して劣後、規模別でも小型
株の下げが相対的にきつく、引き続き厳しい市場環境となりました。PBR（株価純資産倍率）比では、割高銘柄がより割高になると
同時に割安銘柄がより割安になっている状況であり、その水準は20年前のITバブル時を上回っています。当ファンドにとっては厳し
い状況と言えますが、むしろ本源的価値から割安に放置された企業を発掘するチャンスと捉え、企業価値向上が期待される銘柄
への投資を行い、パフォーマンスの改善に努める方針です。

　プラスに貢献した主な銘柄は、富士通フロンテック、鳥居薬品、極東開発工業です。富士通フロンテックは、富士通の子会社で
ATMや現金処理機など金融・流通端末の大手です。2021年3月期第1四半期の決算を控え、親子上場の再編期待で株価は大幅に
上昇しました。7月30日に富士通が同社へのTOB（株式公開買付け）を発表し、完全子会社にする方針です。JT傘下の鳥居薬品
は、コロナ禍でも透析や皮膚疾患向けの売上が堅調に推移し販売管理費の減少も見込まれ、株価は上昇基調となりました。ダン
プトラックやトレーラなど特装車でトップの極東開発工業は、2020年6月末のPBRは0.56倍と割安であり、当月の株価は割安度に着
目した見直し買いで底固い展開となりました。

　一方、マイナスに寄与した主な銘柄は、ミライト・ホールディングス、コクヨです。ミライト・ホールディングスは国内3位の通信工事
会社です。株価は3月の安値から6月末にかけて相対的に堅調に推移し、その反動で当月の株価は調整しましたが、引き続き中期
的に5G（第5世代移動通信システム）関連工事の受注増が見込まれることから保有を継続しています。オフィス家具で大手のコクヨ
は、新型コロナウイルスの影響によるオフィス家具の需要減が懸念されて株価が下落しました。しかし、買収防衛策の廃止、目標
配当性向40％、持ち合い株の削減を中期経営計画に掲げるなど、経営姿勢の変化がみられることを評価しています。

　7月の国内株式市場は中旬まで底堅く推移したものの、月末に急落し約2ヵ月ぶりの安値となりました。月初の日銀短観で厳しい
事業環境が確認され下落して始まりましたが、良好な米国の経済指標が好感され上昇に転じました。中旬は新型コロナウイルス
のワクチン開発への思惑が交錯し、国内株式市場は上下を繰り返しながらも景気回復期待を背景に底堅く推移しました。しかし、
世界的な新型コロナウイルスの感染再拡大に対する懸念から、為替市場で米ドル安・円高が進行したため、国内株式市場は下落
が続き、月末に大きく下げて月を終えました。
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ファンドの目的

ファンドの特色

①

・

②

・

収益分配金に関する留意事項

投資リスク
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ファンドは、投資信託財産の中長期的な成長を目標として積極的な運用を行います。

当資料のお取扱いについてのご注意
■当資料は、法定目論見書の補足資料としてアムンディ・ジャパン株式会社が作成した販売用資料であり、法令等に基づく開示
資料ではありません。■当ファンドの購入のお申込みにあたっては、販売会社より投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめ
または同時にお渡しいたしますので、お受取りの上、内容は投資信託説明書（交付目論見書）で必ずご確認ください。なお、投資
に関する最終決定は、ご自身でご判断ください。■当資料は、弊社が信頼する情報に基づき作成しておりますが、情報の正確性
について弊社が保証するものではありません。また、記載されている内容は、予告なしに変更される場合があります。■当資料に
記載されている事項につきましては、作成時点または過去の実績を示したものであり、将来の成果を保証するものではありませ
ん。また、運用成果は実際の投資家利回りとは異なります。■投資信託は、元本および分配金が保証されている商品ではありま
せん。■投資信託は値動きのある証券等に投資します。組入れた証券等の値下がり、それらの発行者の信用状況の悪化等の影
響による基準価額の下落により損失を被ることがあります。したがって、これら運用により投資信託に生じた利益および損失は、
すべて投資者の皆様に帰属いたします。■投資信託は預金、保険契約とは異なり、預金保険機構・保険契約者保護機構の保護
の対象ではありません。また、登録金融機関を通じてご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の保護の対象とはなりませ
ん。■投資信託のお申込みに関しては、クーリングオフの適用はありません。

＜お申込みの際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。＞

銘柄配分は特定の株価指標（日経平均株価、東証株価指数（TOPIX）等）にとらわれません。

ファンドは、ベンチマークを設定しておりません。

◆資金動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。◆

ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、主として国内株式など値動きのある有価証券に実質的に投資しますの
で、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証されているものではありません。ファンドの基準価額の下落
により、損失を被り投資元本を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者に帰属します。な
お、投資信託は預貯金とは異なります。
基準価額の主な変動要因としては、価格変動リスク、信用リスク、流動性リスク等が挙げられます。なお、基準価額の
変動要因（投資リスク）はこれらに限定されるものではありません。また、その他の留意点として、ファンドの繰上償還、
収益分配金に関する留意事項等があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご覧くださ
い。

●分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額
●相当分、基準価額は下がります。
●分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる
●場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。
●また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。
●投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する
●場合があります。
●ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

国内全上場銘柄の中から、独自の分析に基づく「低PBR」、「キャッシュリッチ」、「高株主還元余力」銘柄に実質
的に投資します。

当社独自の分析により、修正PBR、修正負債比率、配当可能比率、自社株買付可能比率を算出し、通常の分析では見つけ
られない割安銘柄をスクリーニングします。
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　お申込みメモ
 

　ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

投資者が投資信託財産で間接的に負担する費用

◆ファンドの費用の合計額については保有期間等に応じて異なりますので、表示することはできません。

　委託会社、その他の関係法人の概要
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受託会社 野村信託銀行株式会社

販売会社

SMBC日興証券株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号
加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人金融先物取引業協会
加入協会：一般社団法人第二種金融商品取引業協会

ファンドに関する照会先

委託会社の名称：アムンディ・ジャパン株式会社
お客様サポートライン：0120-202-900（フリーダイヤル）
受付は委託会社の営業日の午前9時から午後5時まで
ホームページアドレス：https://www.amundi.co.jp/

委託会社

アムンディ・ジャパン株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）　第350号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、日本証券業協会、
加入協会：一般社団法人第二種金融商品取引業協会

信託財産留保額 換金申込受付日の基準価額に0.3％を乗じて得た金額とします。

運用管理費用
（信託報酬）

信託報酬の総額は、投資信託財産の純資産総額に対し年率1.815％（税抜1.65％）を乗じて得た金額とし、ファン
ドの計算期間を通じて毎日、費用計上されます。
毎計算期間の最初の6ヵ月終了日および毎計算期間末または信託終了のときに、投資信託財産中から支弁しま
す。
◆上記の運用管理費用（信託報酬）は、有価証券届出書作成日現在のものです。

課税関係
課税上は、株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度の適用対象です。
配当控除が適用される場合があります。益金不算入制度は適用されません。

購入時手数料
購入申込受付日の基準価額に、販売会社が独自に定める料率を乗じて得た金額とします。有価証券届出書作成
日現在の料率上限は3.3％（税抜3.00％）です。詳しくは販売会社にお問合せください。

その他の費用・
手数料

その他の費用・手数料として下記の費用等が投資者の負担となり、ファンドから支払われます。
・有価証券売買時の売買委託手数料および組入資産の保管費用などの諸費用
・信託事務の処理等に要する諸費用（監査費用、目論見書・運用報告書等の印刷費用、有価証券届出書関連費
用等を含みます。）
・投資信託財産に関する租税　等
※その他の費用・手数料の合計額は、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表示す
ることはできません。

信託期間 無期限とします。（設定日：2009年5月29日）

決算日 年1回決算、原則毎年2月20日です。休業日の場合は翌営業日とします。

収益分配
年1回。原則として決算時に収益分配方針に基づいて分配を行います。
分配金再投資コースは税引後無手数料で再投資されます。

申込締切時間 詳しくは販売会社にお問合せください。

換金制限
換金の申込総額が多額な場合、投資信託財産の効率的な運用が妨げられると委託会社が合理的に判断する場
合、諸事情により金融商品市場が閉鎖された場合等一定の場合に換金の制限がかかる場合があります。

購入・換金申込受付
の中止および取消し

委託会社は、金融商品市場における取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるときは、購
入・換金の申込受付を中止すること、および既に受付けた購入・換金の申込受付を取消すことができます。

換金単位 販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問合せください。

換金価額 換金申込受付日の基準価額から信託財産留保額を控除した価額とします。

換金代金 換金申込受付日から起算して、原則として5営業日目から販売会社においてお支払いします。

購入単位

購入価額 購入申込受付日の基準価額とします。

分配金受取りコースと分配金再投資コースがあります（コース名称は販売会社により異なる場合があります。）。
各コースの購入単位は、販売会社が定める単位とします。詳しくは販売会社にお問合せください。

購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。
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